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いいえ 

はい 

いいえ 

はい 

はい 

いいえ 

いいえ 

いいえ はい 

法第４３条 

不適合（接道不可） 

はい 

法第４３条第２項第２号

許可（接道可能） 

計画敷地に接する道路は、法の道路である。 

法第４３条第 1 項 

適合（接道可能） 

不同意 

事前相談／本申請／審査 

同意 

法第４３条第２項第１号

認定（接道可能） 

接道長さは、２ｍ以上である。 

敷地設定の変更や法の道路 

の築造により、法の道路と 

接することができる。 

建築審査会の個別同意 

規則第１０条の３第４項第１～３号の 

いずれかに該当する。 

いいえ はい 

法第４３条２項第１号認定の要件を満たす 

建築審査会「包括同意基準」に該当 
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１ 建築物の敷地は、道路（次に掲げるものを除く。第四十四条第一項を除き、以下同じ。）に

２ｍ以上接しなければならない。 

一 自動車のみの交通の用に供する道路 

二 地区計画の区域（地区整備計画が定められている区域のうち都市計画法第１２条の１１

の規定により建築物その他の工作物の敷地として併せて利用すべき区域として定められ

ている区域に限る。）内の道路 

２ 前項の規定は、次の各号のいずれかに該当する建築物については、適用しない。 

一 その敷地が幅員４ｍ以上の道（道路に該当するものを除き、避難及び通行の安全上必要

な国土交通省令で定める基準に適合するものに限る。）に２ｍ以上接する建築物のう

ち、利用者が少数であるものとしてその用途及び規模に関し国土交通省令で定める基準

に適合するもので、特定行政庁が交通上、安全上、防火上及び衛生上支障がないと認め

るもの 

二 その敷地の周囲に広い空地を有する建築物その他の国土交通省令で定める基準に適合す

る建築物で、特定行政庁が交通上、安全上、防火上及び衛生上支障がないと認めて建築

審査会の同意を得て許可したもの 

 

 

 

 

法律新旧対照表【法４３条第 1 項】 

旧 
改正 

（平成１１年５月１日） 

改正 

（平成３０年９月２５日） 

建築物の敷地は、道路

（次に揚げるものを除

く。次条第１項を除

き、以下同じ。）に２

メートル以上接しなけ

ればならない。ただ

し、建築物の周囲に広

い空地があり、その他

これと同様の状況にあ

る場合で安全上支障な

いときは、この限りで

ない。 

建築物の敷地は、道路（次に揚

げるものを除く。第４４条第１

項を除き、以下同じ。）に２メ

ートル以上接しなければならな

い。ただし、その敷地の周囲に

広い空地を有する建築物その他

の国土交通省令で定める基準に

適合する建築物で、特定行政庁

が交通上、安全上、防火上及び

衛生上支障がないと認めて建築

審査会の同意を得て許可したも

のについては、この限りでな

い。 

建築物の敷地は、道路（次に揚

げるものを除く。第４４条第１

項を除き、以下同じ。）に２メ

ートル以上接しなければならな

い。 

一 自動車のみの交通の用に供

する道路 

二 地区計画の区域（地区整備

計画が定められている区域のう

ち都市計画法第１２条の１１の

規定により建築物その他の工作

物の敷地として併せて利用すべ

き区域として定められている区

域に限る。）内の建築物 

２ （略） 
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（２）認定及び許可の要件 

① 認定 

  法第４３条第２項第１号認定については、以下の基準を満たす必要があります。 

 

第１ 対象建築物 

認定の対象となる建築物は法本文より、その敷地が幅員４メートル以上の道（避難

及び通行の安全上必要な国土交通省令で定める基準に適合するもの）に２メートル以

上接する建築物のうち、利用者が少数であるものとしてその用途及び規模に関し国土

交通省令で定める基準に適合するものとする。 

なお、当該道が法施行令第１４４条の４第１項各号に掲げる基準に適合する場合は

法第４２条第１項第５号の規定に基づく位置の指定を行い、法上の道路とすることを

原則とする。 

 

■建築基準法施行規則 第１０条の３（敷地と道路との関係の特例の基準） 

１ 法第四十三条第二項第一号の国土交通省令で定める道の基準は、次の各号のいずれかに

掲げるものとする。 

一 農道その他これに類する公共の用に供する道であること。 

二 令第百四十四条の四第一項各号に掲げる基準に適合する道であること。 

２ 令第百四十四条の四第二項及び第三項の規定は、前項第二号に掲げる基準について準用

する。 

３ 法第四十三条第二項第一号の国土交通省令で定める建築物（その用途又は規模の特殊性

により同条第三項の条例で制限が付加されているものを除く。）の用途及び規模に関する

基準は、次のとおりとする。 

一 次のイ及びロに掲げる道の区分に応じ、当該イ及びロに掲げる用途であること。 

イ 第一項第一号に規定する道 法別表第一（い）欄（一）項に掲げる用途以外の

用途 

ロ 第一項第二号に規定する道 一戸建ての住宅、長屋又は法別表第二（い）項第

二号に掲げる用途 

二 延べ面積（同一敷地内に二以上の建築物がある場合にあつては、その延べ面積の合

計）が五百平方メートル以内であること。 

 

第２ 審査基準 

特定行政庁の認定事項である「交通上、安全上、防火上及び衛生上支障がないと認

めるもの」とは以下の基準を満たすものとする。 

（１）「交通上及び安全上」については、次のア及びイによる。 

ア 敷地は、当該道に避難上有効に２メートル以上接しているもの。 

イ 当該道は、将来にわたって安定的に維持管理されるもの。 
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⇒（規則第１０条の３第４項第２号） 

その敷地が農道その他これに類する公共の用に供する道（幅員４ｍ以上のものに限る。）に

２ｍ以上接する建築物であること。 
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⇒（規則第１０条の３第４項第３号） 

その敷地が、その建築物の用途、規模、位置及び構造に応じ、避難及び通行の安全

等の目的を達成するために十分な幅員を有する通路であつて、道路に通ずるものに

有効に接する建築物であること。 
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■第１０条の３ （敷地と道路との関係の特例の基準） 

 ４ 法第４３条第２項第２号の国土交通省令で定める基準は、次の各号のいずれかに掲げるものと

する。 

   一 その敷地の周囲に公園、緑地、広場等広い空地を有する建築物であること。 

   二 その敷地が農道その他これに類する公共の用に供する道（幅員４ｍ以上のものに限る。）に

２ｍ以上接する建築物であること。 

   三 その敷地が、その建築物の用途、規模、位置及び構造に応じ、避難及び通行の安全等の目的

を達成するために十分な幅員を有する通路であつて、道路に通ずるものに有効に接する建築

物であること。 
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１．道（通路）の取扱いについて 

２．増改築や再建築について 

３．建築計画が変更になった場合の手続について 

４．認定及び許可の条件について 

５．道（通路）沿いに既に認定や許可を受けた建物がある場合について 
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 （様式１） 

建築基準法第４３条第２項第２号許可に係る相談票 

 

所 長 副 所 長 担当部長 担当課長 担 当 決裁後回覧  相 談 日  令和  年  月  日 

      番 号  

対 応 者  

 
※太枠内の項目は、相談者が記入して下さい。 

相談者 
住 所 

氏 名 

 

 

 

℡ 

建築主 
住 所 

氏 名 
  

℡ 

建築 

予定 

場所 

 

 

用途地域  （     ） 

法定建蔽率（   ）％ 

法定容積率 （   ）％ 

□防火・□準防火・□22条区域 

【相談内容】 
 

予定建築物 用途（      ）（   ）造 （   ）階建（      ）㎡ 

道 路 協 定 
 Ｓ・Ｈ   年  月  日 
 
 協定№（     ）幅員（   ）ｍ 

４ｍに拡幅する旨の同意 
 □全員同意 
  □一部不同意 

  延 長 に あ る 
 位置指定道路 

Ｓ・Ｈ   年  月  日 
指定№（      ）幅員（   ）ｍ 

 

道路の延長（   ）ｍ 

既存建築確認 

検査等 

Ｓ・Ｈ   年  月  日 
 確認済証№ 用途（    ） 

構造（    ）造 
階数（     ）階建 Ｓ・Ｈ   年  月  日 

検査済証№ 

【指示内容】 

【回答内容】□許可適用外（                                         ） 
   回答日  □個別付議 
     ／   □包括同意基準第１に該当 (第１第１項の該当号□(1),□(2),□(3),□(4)) 
          □包括同意基準第２に該当 (第２第３項(1)の該当号□ア ,□イ ,□ウ ,□エ) 
    条件 
 （有・無）  



      

 

建築基準法第４３条第２項第２号の規定に基づく相談票の添付図書 
 
１ 建築理由書 
２ 付近見取図 
３ 配置図・平面図・立面図・断面図 
４ 日影図（法第５６条の２第１項の対象建築物の場合） 
５ 周辺の状況を表した図書 
 イ 道・通路・空地等の築造された経緯書（道路協定書、位置指定図等） 
  ロ 道・通路・空地等の状況を表した図書（道路台帳、測量図等） 
  ハ 建築物の状況を表した図書（概要書等） 
６ 公図の写し（原則３ヶ月以内） 
７ 土地の謄本（原則３ヶ月以内） 
８ 建物の謄本（原則３ヶ月以内） 
９ 利害関係者の一覧 
10  その他必要な図書（道路・空地等の写真） 
 

※２：事前相談の時点では添付図書はすべて写しで構いません。 
 
        市・町・村                 (℡) 
調整経過： 
 

法第４３条第２項第１号に基づく認定ができない理由 

埼玉県川越建築安全センター 担当者                 (℡)049-243-2746 
    （又は東松山駐在）                 （0493-22-4340） 

調整経過： 
  ／  
 
 
 
現地調査:              担当者   
  ／  

 
 
 

埼玉県建築安全課    担当者                          (℡) 
調整経過： 
  ／ 

その他関係機関    担当者                          (℡) 
調整経過： 
  ／ 



（参考様式） 

 

関係者の合意書 

建築基準法第４３条第２項第２号許可による通路として、道路状に拡幅整備

する旨の関係者の合意は次のとおりです。 

 

令和  年  月  日 

 

 

埼玉県川越建築安全センター所長 様 

 

建築主 住所 

氏名 

 

 

１ 通路の地名地番 

 

２ 合意事項 

（１）通路の拡幅について 

建築物を建築するときは、別紙図面のとおり拡幅し、拡幅後退した線

を通路と敷地の境界とします。 

（２）拡幅部分の整備について 

建築物を建築するときは、拡幅部分にある建築物、植栽その他通行に

支障のあるものは、建築物が完成するまでに撤去し道路状に整備します。 

（３）通路部分の維持管理について 

関係者と協力し、将来にわたり通路として維持管理し、敷地等を譲渡

する場合は、譲渡人に合意事項を説明し承諾が得られるようにします。 

（４）合意事項の共有について 

関係者全員がこの合意書を保有し、合意事項を共有するようにします。 

 



（参考様式） 

 

３ 関係者の承諾 

（１）土地の所有者の承諾 

地 番 住 所 氏 名 承諾年月日 

   

   

   

   

   

   

   

（２）建築物の所有者の承諾 

地 番 住 所 氏 名 承諾年月日 

   

   

   

   

   

   

   

※ 所有者の住所氏名欄は、所有者の自筆とすること。 

案内図、公図、通路拡幅整備図、土地及び建物登記簿謄本を添付のこと。 
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